




＜連結決算概要＞

売上収益
2兆6,184億円（前年⽐ -66億円、 0.2％の減収）

営業利益
1,340億円（前年⽐ -184億円、 12.0％の減益)

当期利益
1,042億円（前年⽐ -99億円、 8.6％の減益）



＜得意先別売上（現地通貨ベース）＞

トヨタグループ向け
主に⽇本での⾞両⽣産の増加や、
予防安全製品の装着率拡⼤により、6.7%の増収

トヨタグループを除くカーメーカ向け
全体で3.0%の減収（内訳は下記の通り）

-VW･AUDI ：中国での⽣産減少、
昨年のWLTP規制前の駆け込み需要の反動減

-FCA/GM    ：北⽶・欧州・中国で⽣産が減少



＜製品別売上（現地通貨ベース）＞

サーマルシステム製品、パワトレインシステム製品
コンプレッサの搭載⾞種拡⼤や、
ガソリン製品の拡販があったものの
トヨタ以外の⾞両減の影響を⼤きく受け、減収

モビリティエレクトロニクス製品
⽇本での予防安全製品の装着率拡⼤、
北⽶でのディスプレイ製品の拡販により、増収

エレクトリフィケーションシステム製品
トヨタ向けパワーコントロールユニットの⽣産増加により、増収



＜営業利益の増減要因＞

18年9⽉期からの主な増減要因は下記の通り

マイナス要因
経費130億円、償却費95億円：
電動化や⾃動運転等の先⾏開発など
将来の成⻑領域へ向けた投⼊や社員の⽣産性向上のための投資
労務費90億円：主に⽇本での昇給によるもの

プラス要因
操業度差益130億円：市場減速の影響はあったものの、
⽇本・北⽶での着実な売上拡⼤により、差益を確保
合理化努⼒200億円：予定通り進捗

固定費投⼊増加を、販売・⽣産性向上努⼒により、
打ち返すことができたものの、為替など外部環境の悪化などにより、
当期の営業利益は、1,340億円



＜地域別売上・営業利益（現地通貨ベース）＞

⽇本
-営業利益

トヨタ向けを中⼼に販売が増加したことによる
操業度差益や合理化努⼒により、
前年⽐ 5.9％の増益

⽇本以外
-営業利益

北⽶については、先⾏開発費⽤の増加や、
電動化新製品対応に伴う
⽣産能⼒増強のための投資などにより、減益
欧州及びアジアは、合理化努⼒があるものの
市場減速や為替の影響により、減益



＜設備投資・研究開発費＞

設備投資
実績：2,043億円
通期予想：4,300億円

アジア地域を中⼼に、市場の減速を反映し、
当初より200億円削減

市場の動向をしっかりと踏まえて、
規律を持ち、慎重な設備投資の執⾏判断

研究開発費
実績：2,525億円
通期予想：5,100億円

研究開発費についても、当初通期予想より100億円削減

この削減は、開発規模が急拡⼤しているソフト領域における、
開発の⾃動化や標準化などの効率向上活動によるもの
さらに、⾜元の状況を踏まえ、
投⼊分野の選択と集中をより⼀層推進



＜通期予想＞

⾜元の市場環境の下振れや、円⾼影響を反映し、
通期予想を下⽅修正

・売上収益：5兆2,600億円

・営業利益：3,200億円



＜営業利益の公表数値との差異＞

経費・労務費・償却費の固定費投⼊：
研究開発の効率化、規律ある投資の徹底等により削減し、
合理化積み増しと合わせて200億円改善

操業度差益：
差益を確保するも、
市場の悪化により、当初予想より下振れ

為替差損：
円⾼影響を反映



＜営業利益の増減要因予想＞

・環境の悪化があるものの、前年⽐で増益の⾒込み
・労務費、償却費の増加を販売・⽣産性向上努⼒で挽回

外部環境の悪化により、下⽅修正するものの、
更なるカイゼン努⼒や投資抑制などのアクションで挽回するべく、
採算改善活動を継続し、稼ぐ⼒の⼀層の向上を推進


















